
 

 

 

 

 



ｋｋ 

 



議　案　第　７　号

　(総　則）

　(業務の予定量）

戸

㎥

㎥

　　（４）　主要な建設改良事業

　(収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　　第３項　特別利益

　第１款　下水道事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　特別損失

　　第４項　予備費

　(資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入

　　第１項　企業債　

　　第２項　他会計出資金

　　第３項　国庫補助金

　　第４項　県補助金

　　第５項　受益者負担金

　第１款　資本的支出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金 91,284千円

438,171千円
346,887千円

208,100千円

支　　　　　出

245,662千円

第１条　令和４年度鉾田市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

172,000

254,689千円

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

55,307千円

　　（１）　水洗化戸数 490

1千円

令和４年度鉾田市下水道事業会計予算

収　　　　　入

471
管きょ建設改良事業

37,091千円

　　（２）　年間有収水量

1千円

283,754千円

330,077千円

収　　　　　入

29,064千円

支　　　　　出

50,000千円

　　（３）　一日平均有収水量

　 不足する額１０８，０９４千円は，当年度消費税及び地方消費税資本的調整額１８,２１６千円及び当年度

15,470千円
1,200千円

　 分損益勘定留保資金８９，８７８千円で補てんするものとする。)

283,754千円

339,572 千円

1,000千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。　(資本的収入額が資本的支出額に対し
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（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

千円

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項に経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりとする。

第１款　下水道事業費用

　第１項　営業費用

　第２項　営業外費用

　第３項　特別損失

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第９条　次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ

　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

（他会計からの補助金）

　　　　　　　　　　　 鉾 田 市 長　　　岸　田　　一　夫

令 和 ４ 年 ３ 月 １ 日 提 出

下水道事業の建
設改良工事

208,100
普通貸借

　又は
証書借入

（ただし，利率見直し方式
で借入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資金に
ついて，利率の見直しを行
なった後においては当該見
直し後の利率）

　借入先の融資条件による。ただ
し，企業財政，その他の都合によ
り繰上償還又は低利に借り換える
ことができる。

(1) 職員給与費　 ４９，８４３千円

第10条 事業費用に充てるための一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，１５７，８９９千円である。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

年5.0％以内

60,000
令和4年度から
令和7年度まで

事　　項

水処理センター等運転管理業務委託

期　　間 限　度　額

千円
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令　和　４　年　度

鉾田市下水道事業会計予算に関する説明書
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収　　　入 （単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　考

1 下水道事業収益 283,754

1 営 業 収 益 29,064

1 下 水 道 使 用 料 28,812

2 そ の 他 営 業 収 益 252

2 営 業 外 収 益 254,689

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金 1

2 他 会 計 補 助 金 157,899

3 県 補 助 金 10,300

4
消費税及び地方消費税
還 付 金 10,006

5 長 期 前 受 金 戻 入 76,482

6 雑 収 益 1

3 特 別 利 益 1

1 そ の 他 特 別 利 益 1

支　　　出 （単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　考

1 下水道事業費用 283,754

1 営 業 費 用 245,662

1 管 き ょ 費 4,113

2 処 理 場 費 34,705

3 総 係 費 40,483

4 減 価 償 却 費 166,360

5 資 産 減 耗 費 1

2 営 業 外 費 用 37,091

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 37,090

2 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 1

1 過 年度 損益修正損 1

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

令和４年度 鉾田市下水道事業会計予算実施計画　

目

目

収  益  的  収  入  及  び  支  出

款

款

項

項
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収　　　入 （単位：千円）

項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

1 資 本 的 収 入 330,077

1 企 業 債 208,100

1
建 設 改 良 等 財 源
企 業 債 208,100

2 他 会 計 出 資 金 55,307

1 他 会 計 出 資 金 55,307

3 国 庫 補 助 金 50,000

1 国 庫 補 助 金 50,000

4 県 補 助 金 1,200

1 県 補 助 金 1,200

5 受 益 者 負 担 金 15,470

1 受 益 者 負 担 金 15,470

支　　　出 （単位：千円）

項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

1 資 本 的 支 出 438,171

1 建 設 改 良 費 346,887

1 管きょ建設改良費 339,572

2 処理場建設改良費 7,315

2 企 業 債 償 還 金 91,284

1 建設改良企業債償還金 91,284

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款

款
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1 営業活動によるキャッシュフロー 円

当年度純損失

非資金項目の調整

減価償却費

貸倒引当金の増減額

長期前受金戻入

営業活動による資産及び負債の増減

未収金の増減額

その他流動資産の増減額

営業活動以外の損益項目

受取利息及び配当金

支払利息等

小　　　計

受取利息及び配当金受取額

支払利息等支払額

営業活動によるキャッシュフロー

2 投資活動によるキャッシュフロー

建設改良費

上記実施にかかる収入

投資活動によるキャッシュフロー

3 財務活動によるキャッシュフロー

企業債の発行

企業債の償還

他会計からの出資

財務活動によるキャッシュフロー

現金及び現金同等物の増加額（又は減少額）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

令和４年度　鉾田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

18,132,094

166,360,000

5,000

△ 76,482,000

△ 1,000

4,141,000

△ 6,060,906

△ 322,693,000

66,670,000

△ 256,023,000

37,090,000

106,920,000

69,831,000

1,000

△ 37,090,000

208,100,000

△ 91,284,000

172,123,000

306,943,555

292,874,555

△ 14,069,000

55,307,000
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１　総　　括

給

２　 給料及び手当の増減額の明細

△ 1,125

0

△ 822会計間異動に伴う増減分

昇給期間短縮に伴う増加分

そ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

会計間異動に伴う増減分

15,786

1,000

期 末 手 当

837

（千円）

通 勤 手 当

917

16,694

0

25,805

0

5,769

（千円）

時 間 外 勤 務 手 当

1,000 5,458

（千円）

△ 7170 0

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

合　　　　　計

12

0

12

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0

25,088

損益勘定支弁職員

0

4

7

12

0

9,111

130

本

年

度

前

年

度

比

較

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

4

3

7

3

損益勘定支弁職員

給    　与 　   費     

（人） （人）

区　　　　分 特 別 職 一 般 職

職 員 数

報 酬

（千円）（千円）

9,302

0

12

0

130

130

0

130

0

0

181

408

0

0

そ の 他 の 増 減 分

738

△ 198 80 0 △ 311

△ 717

増　減　事　由　別　内　訳

（千円）（千円）
区 分

扶 養 手 当

給 料

191

△ 908

本 年 度

区　分

540

手

当

の

内

訳

給 料

増 減 額

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

比 較

（千円）

前 年 度

手 当 △ 822

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 △ 181
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平均昇給率 　　　　　　　1.63%

与

    明  　  細　     書

法 定 福 利 費 合　　　　計賃 金 手 当 計

費

（千円） （千円） （千円）

8,741 24,527 7,161

（千円）

0 4,704 14,136 4,149 18,285

（千円）

4,672 13,913 4,041

31,688

0 13,445 38,663 11,310 49,973

0

331

0 11,676

17,954

0 9,595 26,289 7,635 33,924

0

△ 1,905

0 △ 474△ 854 △ 2,236

51,878

0 32 223 108

備 考

給与改定の時期　令和２年4月1日

599

（千円） （千円）

給与の改定率　　　　　　0.00%

4,595

説 明

0 336

△ 1,762

△ 111

4,706 599 6180

住 居 手 当

（千円） （千円）

管 理 職 手 当

14,267 40,202

勤 勉 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

0 △ 822 △ 1,539 △ 366

0 △ 2820

－55－



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給

（３）級別職員数

計

６　　　　　　級

７　　　　　　級

４　　　　　　級

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 ５　　　　　　級

３　　　　　　級

平 均 年 齢 （歳）

１　　　　　　級

２　　　　　　級

６　　　　　　級

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

事　務　・　

５　　　　　　級

１　　　　　　級

２　　　　　　級

３　　　　　　級

４　　　　　　級

（円）

（円）

（円）

（歳）

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

７　　　　　　級

高 校 卒

大 学 卒

154,900

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

事　務　・　技　術　職　（円）

計

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

区 分
級

区 分

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

188,700

平 均 給 料 月 額 （円）

－56－



100.0

33.3

16.7

7 100.0

33.3

1 14.3

2

14.3

28.6

1

6

1

14.3

2

2

16.7

37歳 10ヶ月

行　政　職　（円）

1

1

28.5

290,317

154,900

188,700

2

338,086

職員数（人）

　　技　術　職

構　成　比　（％）

303,474

346,392

40歳 4ヶ月

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

事　　務　　・　　技　　術　　職

－57－



（級別の標準的な職務内容）

（４）期末手当・勤勉手当

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（６）その他の手当

係 長
課長補佐等

2.225

2.150

2.225

事務・技術職 主 事 等 主 事 等
係 長

１２月(月分）

支　給　率　計

一般会計の制度

本 年 度

前 年 度

2.1502.150

2.150

47.70924.586875

（月分）

５　級

4.30

４　級区　　　分

主 幹 主 査 等

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率

６月（月分）

２　級 ３　級１　級

同　　じ

区　　　分

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

通　　勤　　手　　当

同　　じ

同　　じ

一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同

（支給率等）

33.27075

33.27075 47.709

47.709

区　　　分

支 給 率 等 47.709

一般会計の制度

24.586875

２０年勤続
の者（月分）

２５年勤続
の者（月分）

３５年勤続
の者（月分）

最高限度

4.45

4.30

（ 月 分 ）
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級 等 に よ る 加 算 措 置

有

有

７　級

職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の

課 長 等 部 長 等

６　級

    茨城県総合事務組合条例による

差　　異　　の　　内　　容

    茨城県総合事務組合条例による

有

備　　　　　　　　　考その他の加算措置等
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債務負担行為に関する調書

水処理センター等運転管理業務委託 60,000
令和２年度から
令和３年度まで

37,488

事項 限度額
期間 金額

前年度末までの支払義務発生（見込）額

水処理センター等運転管理業務委託 60,000
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左の財源

自己財源

令 和 ４ 年 度 18,744 18,744

（単位：千円）

当該年度以降の支払義務発生予定額

期間 金額

60,000
令和４年度から

令和７年度まで
60,000
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1 　固　定　資　産 円 円 円 円

（1）

イ 建 物 719,286,037

減 価 償 却 累 計 額 △ 68,013,306 651,272,731

ロ 構 築 物 5,575,107,580

減 価 償 却 累 計 額 △ 375,420,645 5,199,686,935

ハ 機 械 及 び 装 置 197,987,944

減 価 償 却 累 計 額 △ 40,212,103 157,775,841

ニ 車 両 運 搬 具 1,147,406

減 価 償 却 累 計 額 △ 599,469 547,937

ホ 工具器具及び備品 351,447

減 価 償 却 累 計 額 △ 285,363 66,084

ヘ 建 設 仮 勘 定 2,565,000

有形固定資産合計 6,011,914,528

6,011,914,528

2 　流　動　資　産

（1） 292,874,555

（2） 13,126,511

貸 倒 引 当 金 △ 54,000 13,072,511

305,947,066

6,317,861,594

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和４年度　鉾田市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

【　資　産　の　部　】

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金
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3 　固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 3,362,762,119

ロ そ の 他 の 企 業 債 11,700,000

企 業 債 合 計 3,374,462,119

3,374,462,119

4 　流　動　負　債　　

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 102,934,021

ロ そ の 他 の 企 業 債 2,130,000

企 業 債 合 計 105,064,021

(2)

イ 賞 与 引 当 金 3,962,000

引 当 金 合 計 3,962,000

109,026,021

5 　繰　延　収　益

(1) 2,860,429,577

(2)

2,634,522,503

6,118,010,643

6 　資　本　金

（1）

イ 固 有 資 本 金 116,328,388

ロ 出 資 金 87,564,000

自 己 資 本 金 合 計 203,892,388

203,892,388

7 　剰　余　金

（1）

イ 減 債 積 立 金 2,810,000

ロ
当 年 度 未 処 理
欠 損 金 6,851,437

欠 損 金 合 計 4,041,437

△ 4,041,437

199,850,951

6,317,861,594

【　負　債　の　部　】

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額 △ 225,907,074

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

【　資　本　の　部　】

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

欠 損 金

－63－



1 　固　定　資　産 円 円 円 円

（1）

イ 建 物 719,286,037

減 価 償 却 累 計 額 △ 45,342,204 673,943,833

ロ 構 築 物 5,186,240,766

減 価 償 却 累 計 額 △ 246,157,499 4,940,083,267

ハ 機 械 及 び 装 置 197,987,944

減 価 償 却 累 計 額 △ 26,022,477 171,965,467

ニ 車 両 運 搬 具 1,147,406

減 価 償 却 累 計 額 △ 399,646 747,760

ホ 工具器具及び備品 351,447

減 価 償 却 累 計 額 △ 249,060 102,387

ヘ 建 設 仮 勘 定 68,738,814

有形固定資産合計 5,855,581,528

5,855,581,528

2 　流　動　資　産

（1） 306,943,555

（2） 17,267,511

貸 倒 引 当 金 △ 49,000 17,218,511

324,162,066

6,179,743,594

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和３年度　鉾田市下水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

【　資　産　の　部　】

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

－64－



3 　固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 3,257,597,119

ロ そ の 他 の 企 業 債 13,830,000

企 業 債 合 計 3,271,427,119

3,271,427,119

4 　流　動　負　債　　

(1)

イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 89,153,021

ロ そ の 他 の 企 業 債 2,130,000

企 業 債 合 計 91,283,021

(2)

イ 賞 与 引 当 金 3,962,000

引 当 金 合 計 3,962,000

95,245,021

5 　繰　延　収　益

(1) 2,799,820,483

(2)

2,650,395,409

6,017,067,549

6 　資　本　金

（1）

イ 固 有 資 本 金 116,328,388

ロ 出 資 金 32,257,000

自 己 資 本 金 合 計 148,585,388

148,585,388

7 　剰　余　金

（1）

イ 減 債 積 立 金 2,810,000

ロ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 11,280,657

利 益 剰 余 金 合 計 14,090,657

14,090,657

162,676,045

6,179,743,594

【　負　債　の　部　】

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額 △ 149,425,074

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 合 計

【　資　本　の　部　】

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

－65－



 

1 営　業　収　益 円 円 円

（1）

（2）

2 営　業　費　用

（1）

（2）

（3）

（4）

3 営　業　外　収　益

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

4 営　業　外　費　用

（1）

（2）

5 特　別　利　益

（1）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 6,193

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 11,280,657

当 年 度 純 利 益 11,274,464

経 常 利 益 5,894,033

そ の 他 特 別 利 益 5,380,431 5,380,431 5,380,431

支払利息及び企業債取扱諸費 36,460,596

雑 支 出 1,219,327 37,679,923 218,515,288

長 期 前 受 金 戻 入 75,565,600

雑 収 益 6,431 256,195,211

212,621,255

他 会 計 補 助 金 167,205,000

県 補 助 金 13,410,000

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,180

総 係 費 44,751,530

減 価 償 却 費 162,235,367

営 業 損 失

29,970,175

令和３年度　鉾田市下水道事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）

下 水 道 使 用 料 26,003,153

そ の 他 営 業 収 益 26,019,153

消費税及び地方消費税還付金 6,000

16,000

管 き ょ 費 1,683,336

238,640,408

処 理 場 費

－66－



1

建物 50年

構築物 50年

機械及び装置 20年

器具及び備品 ４～15年

2

　としているため，退職手当に係る引当金の計上はしていない。

3

4

5

　

6

　　注　　　記

重要な会計方針

（2）賞与引当金

　引当金の計上方法

　・主な耐用年数

（１）退職給付引当金

　固定資産の減価償却の方法

　　資本的収入の受益者負担金は，貸借対照表上の長期前受金を構成することから，現金主義を採用し収

　その他の注記

令和３年度末

164,592円

　　　　　　　　　0円

合計

164,592円

164,592円

329,184円

１年内

（1）有形固定資産（リース資産を除く。）

　・減価償却の方法　　定額法による

（3）貸倒引当金

 予定貸借対照表等関連

（1）受益者負担金の経理方法

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，中小規模の地方公営企業の特例措置により，通常

１年超

　　令和４年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法による。

　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　リース契約により使用する固定資産

　納時に調定している。

令和４年度末

　における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月～3月までの4か月分）を計上している。

（1）リース取引の処理方法

　　所有権移転ファイナンス・リース取引については該当なし。

164,592円

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

(1)企業債の償還に係る他会計の負担

　消費税及び地方消費税の会計処理

（2）所有権移転以外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　職員の退職手当については，茨城県市町村総合事務組合への負担金を除き一般会計が負担すること

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末

　還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は3,479,526,140円である。

－67－



ｋｋ 

 



予　　算　　に　　関　　す　　る　　附　　属　　書　　類

－69－



収　　　入

千円 千円

1 下水道事業収益 283,754 288,239

1 営 業 収 益 29,064 24,855

1 下 水 道 使 用 料 28,812 24,753

2 252 102

2 営 業 外 収 益 254,689 263,383

1 1 1

2 他 会 計 補 助 金 157,899 167,205

3 10,300 10,300

4 消費税及び地方消 10,006 10,006

費税還付金

5 長期前受金戻入 76,482 75,870

受 取 利 息
及 び 配 当 金

県補助金

前年度予定額

そ の 他 営 業 収 益

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 本年度予定額

－70－



区　　分 金　　額

千円 千円

△ 4,485

4,209

4,059

下 水 道 使 用 料 28,812 下水道使用料

150

手 数 料 252

△ 8,694

0

預 金 利 息 1

△ 9,306

他 会 計 補 助 金 157,899 一般会計補助金

0

県 補 助 金 10,300

0

消費税及び地方消 10,000 消費税及び地方消費税還付金

費税還付金

消費税及び地方消 6 消費税及び地方消費税還付加算金 6

費税還付加算金

612

長期前受金戻入 76,482

9,900

10,000

指定工事店登録手数料 240

督促手数料 12

157,899

宅地内配管接続工事費補助金

公共下水道接続補助金 400

比　　　較
節

説　　　　　　　　明

（千円）

28,812

－71－



千円 千円

6 雑 収 益 1 1

3 特 別 利 益 1 1

1 1 1

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

その他特別利益

－72－



区　　分 金　　額

千円 千円

0

その他の雑収益 1 区域外証明手数料

0

0

その他特別利益 1 その他特別利益 1

1

説　　　　　　　　明

（千円）

節
比　　　較

－73－



千円 千円

1 下水道事業費用 283,754 288,239

1 営 業 費 用 245,662 246,870

1 管 き ょ 費 4,113 3,240

2 処 理 場 費 34,705 34,596

本年度予定額 前年度予定額

支　　　出

款 項 目

－74－



区　　分 金　　額

千円 千円

△ 4,485

△ 1,208

873

備 消 耗 品 費 78

通 信 運 搬 費 212

工 事 請 負 費 990

委 託 料 939

50

賃 借 料 187

動 力 費 1,500

材 料 費 207

109

備 消 耗 品 費 100 機械用消耗品等

光 熱 水 費 89

通 信 運 搬 費 84

委 託 料 25,513

原材料費

66

汚泥処分等業務委託料

草刈業務委託料

電気工作物保安管理業務委託料

下水道計量装置交換業務委託

207

上水未使用者量水器設置工事

発動発電機等機器借上げ料

マンホールポンプ警報用通信料

マンホールポンプ電気代

187

154

（千円）

20

比　　　較
節

処理場水道料 89

78

224

18,744

75

187汚泥溶出分析業務委託料

212

管きょ清掃及びカメラ調査業務委託

1,500

735

説　　　　　　　　明

非常時中継ポンプ汚泥引抜業務

下水道計量装置

1,900水質検査業務委託料

84処理場電話代

施設管理委託料

機械警備業務委託料

990

消防設備点検業務委託料

100

4,297

－75－



千円 千円

3 総 係 費 40,483 43,998

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

－76－



区　　分 金　　額

千円 千円

手 数 料 355

修 繕 費 2,974

動 力 費 2,520

薬 品 費 3,070

△ 3,515

給 料 9,302 職員給料（3名）

手 当 3,521

賞与引当金繰入額 1,397

報 酬 130

法 定 福 利 費 3,935

旅 費 123

報 償 費 1,786

図 書 費 28

備 消 耗 品 費 524

比　　　較
節

処理場薬品費

市町村退職手当組合負担金

1,383

2,679

通勤手当

事務用消耗品費

3,070

処理場電気代 2,520

28

扶養手当

職員普通旅費

524

1,183

費用弁償

下水道事業審議会委員報酬

納期前納付報奨金 1,786

図書及び法規追録

職員手当

勤勉手当

時間外手当

130

法定福利費引当金 214

1,256

111

市町村共済組合負担金

1,474

説　　　　　　　　明

（千円）

処理場場内修繕

電気計装設備修繕

臭気分析検査手数料 340

放射性物質検査手数料 15

483

1,500

1,035

12

120

期末手当

500

期末勤勉手当引当金

－77－



千円 千円

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

－78－



区　　分 金　　額

千円 千円

燃 料 費 89

印 刷 製 本 費 328

通 信 運 搬 費 297

委 託 料 4,341

手 数 料 72 口座振込データ伝送手数料

賃 借 料 173

修 繕 費 182

研 修 費 41

食 糧 費 3 3

負 担 金 2,776

保 険 料 74

公 課 費 7 自動車重量税

補 助 金 11,300

12建物災害保険料

72

茨城県下水道整備促進協議会会費

下水道使用料徴収業務等負担金 2,680

駐車場使用料

備品修繕費

10

（千円）

33

公共料金等暴力対策協議会会費

41

日本下水道協会茨城県支部会費

日本下水道協会費

下水道事業審議会時賄代

5

公用車共済保険料

公用車燃料費 89

節

35

公共下水道賠償責任保険料 27

比　　　較

182

コピー機借上料

8

電話代 120

公営企業会計システム保守業務委託料

177郵便料

予算書等印刷代 328

48

下水道協会研修費

下水道台帳管理システム更新業務委託料

マンホールカード作成業務委託料

説　　　　　　　　明

165

下水道台帳管理システム保守業務委託料

7

11,300下水道接続工事費補助金

－79－



千円 千円

4 減 価 償 却 費 166,360 165,035

5 資 産 減 耗 費 1 1

2 営 業 外 費 用 37,091 40,368

1 37,090 40,367

2 雑 支 出 1 1

3 特 別 損 失 1 1

1 1 1

4 予 備 費 1,000 1,000

1 予 備 費 1,000 1,000

過 年 度 損 益
修 正 損

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

－80－



区　　分 金　　額

千円 千円

貸倒引当金繰入額 54

1,325

166,360

0

固定資産除却費 1 除却又は廃棄損・撤去費

△ 3,277

△ 3,277

企 業 債 利 息 37,090 企業債借入分利息

0

その他の雑支出 1

0

0

1

0

0

予 備 費 1,000

比　　　較

過 年 度 損 益
修 正 損

過誤納金還付金

説　　　　　　　　明
節

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

（千円）

機械及び装置減価償却費

建物減価償却費 22,672

1

車両運搬具減価償却費 200

工具器具及び備品減価償却費 35

雑支出

14,190

構築物減価償却費 129,263

－81－



千円 千円

1 資 本 的 収 入 330,077 328,134

1 企 業 債 208,100 212,100

1 208,100 212,100

2 他 会 計 出 資 金 55,307 40,180

1 他 会 計 出 資 金 55,307 40,180

3 国 庫 補 助 金 50,000 50,000

1 国 庫 補 助 金 50,000 50,000

4 県 補 助 金 1,200 1,200

1 県 補 助 金 1,200 1,200

5 受 益 者 負 担 金 15,470 24,654

1 受 益 者 負 担 金 15,470 24,654

建設改良等財源
企 業 債

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　入

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額

－82－



区　　分 金　　額

千円 千円

1,943

△ 4,000

△ 4,000

208,100

15,127

15,127

他 会 計 出 資 金 55,307

0

0

国 庫 補 助 金 50,000

0

0

県 補 助 金 1,200

△ 9,184

△ 9,184

受 益 者 負 担 金 15,160

受 益 者 分 担 金 310

建設改良等財源
企 業 債

受益者負担金

区域外流入分担金 310

15,160

市町村下水道整備支援事業補助金

社会資本整備総合交付金

説　　　　　　　　明

（千円）

公共下水道事業債

他会計出資金

比　　　較
節

－83－



千円 千円

1 資 本 的 支 出 438,171 417,049

1 建 設 改 良 費 346,887 335,860

1 管きょ建設改良費 339,572 335,860

本年度予定額 前年度予定額

支　　　出

款 項 目

－84－



区　　分 金　　額

千円 千円

21,122

11,027

3,712

給 料 15,786

手 当 8,741

法 定 福 利 費 7,161

旅 費 194

図 書 費 50

備 消 耗 品 費 259

燃 料 費 108

通 信 運 搬 費 21

工 事 請 負 費 242,020

市町村共済組合負担金

公共桝設置工事 9,000

5,029

市町村退職手当組合負担金 2,132

管きょ整備工事（社総交）

測量機材等 220

公用車燃料費

100,000

管きょ整備工事（単独） 133,020

下水道設計歩掛等図書 50

事務用消耗品費 39

比　　　較
節

説　　　　　　　　明

108

郵便料 21

（千円）

職員給料（4名） 211,091

住居手当

6,912

職員手当

扶養手当 420

通勤手当 434

336

管理職手当 599

期末手当 3,384

勤勉手当 3,068

時間外手当 500

職員普通旅費 194
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千円 千円

2 処理場建設改良費 7,315 0

2 企 業 債 償 還 金 91,284 81,189

1 91,284 81,189建設改良企業債
償 還 金

款 項 目 本年度予定額 前年度予定額
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区　　分 金　　額

千円 千円

委 託 料 14,579

手 数 料 433

賃 借 料 55

修 繕 費 82

材 料 費 529

補 償 金 49,500

保 険 料 47

公 課 費 7

7,315

工 事 請 負 費 7,315

10,095

10,095

91,284 下水道事業債元金

国土調査地籍多角点設置及び境界復元業務

舗装本復旧設計業務

建設改良企業債
償 還 金

433積算システム共同利用手数料

工作物補償費 49,500

処理場改修工事

公用車重量税

説　　　　　　　　明

（千円）

原材料費

比　　　較
節

建設図面支援システム保守点検委託料

公用車自賠責・任意保険料 47

公用車車検及び整備料 82

発動発電機等機器借上げ料 55

管きょ工事実施設計等委託料

529

7

生活排水ベストプラン策定業務委託
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